
年12月14日午後3時まで勾留執行停止中であるところ、下記の理由により、
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被告人は、上記外国為替及び外国貿易法違反及び関税法違反被告事件（以下
「本件各被告事件」という。）について東京拘置所に勾留されていたが、和2

勾留執行停止の指定条件の第4項を、以下のとおり変更するよう申し立てる。

今和

策

刑事

第14部
号



和2年」を指すものとする。），胃癌であると診断された。また、10月16

ると判断する。」と診断された。これらのことから、入院治療を受けるため、

5日から治療開始できる」、「及び進行胃癌の治療であれば最低でも3週間の

日から同月20日として申立てを行った。
これに対し、貴庁より、11月5日午後2時から同月20日午後3時まで勾

借し、即日入院するとともに、全身の精密検査を受けた。

以上より、被告人に対しては、11月11日から本格的な治療が開始され、

期間が延びることもあり得るが（上記診断書）、そうでなくとも、少なくとも
12月11日中までは入院での全身化学療法が実施されることとなった。
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第1 申立の趣旨
被告人は、本件事件関係者（被告人の二男である相を除く。）に対し、
面接、通話等による一切の接触をしてはならない。

第2 申立の理由
1勾留執行停止の経緯
（1） 被告人は、東京拘置所内において医師の検査を受け、和2年10月7日
（以下、日付について月日のみを記載した場合、特段の指定がない限り、「

日、勾留執行停止決定を得て、 医院を受診し、被告人
の胃癌が「進行胃癌」であり、「病期診断のため、精密検査が必要な状態であ

10月27日付で勾留執行停止を申し立てた（以上，添付資料1：勾留執行停
上申立書類一式）。
なお、10月27日付の勾留執行停止申立の際は、事前に医師より「11月

入院を要する」との見解を聴取していたため、勾留執行停止の期間を11月5

留の執行を停止する旨の決定が為された（添付資料2：勾留執行停止決定書）。
（2） 上記の勾留執行停止により、被告人は11月5日に 所院を受

その結果、肝臓への癌の転移が発見され、11月10日付で、「多発肝転移」
のため「1ヶ月間入院での全身化学療法を要す。」と診断された（添付資料3：
診断書）。

腫瘍出血のコントロールが不良であれば手術療法に切り替える等により入院

これを受け、被告人は勾留執行停止延長を申し立て、勾留執行停止の終期を
12月14日（月） 午後3時までとする決定を得た（添付資料4：勾留執行停
止決定書）。

2 勾留執行停止の条件
被告人が受けた勾留執行停止決定には、「被告人は、本件事件関係者に対し、



されている。

もないため、「本件事件関係者」に該当するか明確ではないが、これに該当す
ると判断される可能性があることを考え、勾留執行停止後、入院中の被告人に
対するお見舞い等、一切の接触をしていない状況である。

られている。
また、胃癌からの出血により「出血性貧血」と診断されているとおり、全身

状態も悪く、被告人が満72歳と高齢であることからすると、多大な副作用を

万が一、化学療法に耐えられない、または奏功しないということになると、
余命幾ばくもない状態に陥ってしまう。

見舞いをし、被告人を支えるととともに、家族としての交流を図る必要性は極

う相当性が認められることは明らかである。

（2） さらに、被告人が入院している！
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面接、通信，電話等による一切の接触をしてはならない。」との指定条件が付

この点，被告人の二男である相嶋】は、本件各被告事件の相被告人となっ
ている大川原化工機株式会社（以下「被告会社」という。）の従業員である。
後述のとおり相嶋は本件各被告事件の対象となっている輸出行為に関
与していないし、相嶋】の供述調書が検察官から証拠請求されている訳で

3勾留執行停止の条件変更の相当性があること
上記のとおり、被告人は進行胃癌を発症し、しかも肝臓への多発転移が認め

伴う化学療法に耐えられるか不明であるし、化学療法が奏功するかも不明で
ある。

そうでなくとも、高齢の被告人が多発転移のある進行胃癌を発症している
ことから、医師より、化学療法が奏功しても余命3年程度との賞告を受けてい

る。
このような中で闘病している被告人に対し、実の息子である相嶋 がお

めて高く、切実であるから、「第1申立の趣旨」記載のとおり条件変更を行

4 罪証隠滅のおそれがないこと
（1） 相嶋まは，被告会社の従業員ではあるが、技術関係の部署に所属してお
り，本件各被告事件の対象となっている輸出行為に携わっておらず、一従業員
であって被告会社の意思決定に関与する立場でもない。本件各被告事件にお
いて、相嶋 の供述調書が検察官から証拠請求されているものでもない （添
付資料5-1、添付資料5-2）。
よって、被告人が相嶋1 に働きかけることで罪証隠滅を行う余地はない。

病では，家族のみ1日1時
間に限って面会が認められているところ（添付資料6），進行胃癌及び抗癌剤



定条件に違反することは、治療を継続できなくなること、すなわち生命を放棄
するに等しく、なおのことあり得ないものである。

ず立ち会いをして、指導監視を行う予定である。

が立ち会って監視をすることからすると、上

のないものであるから、罪証隠滅のおそれが皆無であることは明らかである。

5結論

お願いする次第である。

2

6 ホームページの写し

1通
1通
1通
1通
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の副作用、貧血症状に苦しむ被告人と、闘病している被告人を見舞う相嶋
が、ごく短時間の面会の機会を本件各被告事件のために使用することなど到
底あり得ない。
そもそも、抗癌剤の投与により体調悪化が避けられず安静を要する中で指

（3） 以上に加え、罪証隠滅のおそれがないことを更に確実にするため、被告人
の身元引受人である妻相嶋 ■は，被告人と相嶋 が面会する際は必

（4） 以上のとおり、相嶋】が本件各被告事件の対象となっている輸出行為に
関与しておらず、また相嶋L
記のような被告人の病状及び面会時間にもかかわらず、被告人が相嶋」の
面会に乗じて罪証隠滅行為を行うことなどあり得ないし、そもそも実行性も

以上より、申立の趣旨記載のとおり勾留執行停止の条件変更の職権発動を

以上
添付資料

1勾留執行停止申立書（写し）
勾留執行停止決定書（写し）
3 診断書（写し）
4 勾留執行停止決定書（写し）
5証拠請求書（写し）

以上



新資料1
令和2年（特わ）第8う813外国為替及ご外国貿場法違反被告事件
和2年（特わ）第1327号外国為替及び外日貿与法違は、関税法違反被告
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被告人州嶋敵夫

勾留執行停止の申立書

令和2年10月27円
東京地方裁判所刑事部御中
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被告人は、上記外国為替及び外国貿易法進反及び関税法違反被待事件（以下
本件各被害事件．という。）について東京拘置所に4留中のところ、ド記の理目により幻の執行停止を申し立てる。

第1 申立の趣旨
被告人対する幻留の執行を令和2年11月5日（木）「後2時から令和2年1
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1月20日（金）午後3時まで停止するとの決定を求める。

疑われると診断された（添付資料1）。
2年9月30日、10月1日にも輸血処置が行われている（9月25日から

あると診断され、2年10月7日、被告人にその旨が告知された（添付資料2）。

が為され（添付資料5）、これに基づき10月16日に

「病期診断のため、精密検査が必要な状態であると判断する。」と診断された

悪性腫瘍の治療において初期治療がその後の生存率にとって極めて重要で

わち、胃にて悪性腫瘍が発生したのか、それとも別の部位に悪性腫瘍があって

いないかどうか等について、至急全身を検査しこれらの点を確認する必要が

進行しているものであるから、なおのことである。

受けており、その他高血圧症、糖尿病等の既往症もある上に、2年3月11日
から現在まで約7ヶ月間もの長期にわたる身体拘束の負担を受けている。そ
の上さらに胃の悪性腫瘍によって2年9月25日、9月30日及び10月1

限界であって、いつ命に関わる事態になってもおかしくない状態である。
このことからも至急検査を実施し治療を開始する必要があることは明白で

ある。
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第2 申立の理由
1 悪性腫瘍（進行胃癌）について治療を実施する必要性
被告人は、令和2年9月25日（以下、日付について月日のみを記載した場
合，特段の指定がない限り、「令和2年」を指すものとする。），貧血の症状
を発症し、東京拘置所にて医師の診察を受けるとともに、同日輸血処置を受け
た。その際、医師により、被告人に黒色便が見られることから、消化官出血が

10月1日まで、合計1200ccの輸血）。また、10月1日に貴庁にて内
視鏡検査が実施された結果，幽門部付近に大きな潰瘍が発見された。上記内視
鏡検査の際に検体を採取して病理検査を行った結果、当該潰瘍が悪性腫瘍で

その後、2年10月9日付で貴庁により被告人について勾留執行停止決定

■医院において診察を受けたところ、被告人の悪性腫瘍が「進行胃癌」であり、

（添付資料6）。

あることは周知の事実であり、悪性腫瘍のステージ、原発性か転移性か（すな

そこから胃に転移したのか）、及び、原発性であるとして他の部位に転移して

ある。被告人の悪性腫瘍は上記のとおり進行性のものであり、刻一刻と病期が

また、被告人は満71歳と高齢で、以前に右大腿部の脂肪肉腫による手術を

日に合計1200Ccの輸血を必要とする程の出血が生じており、心身ともに



2検査及び治療の予定

■医院を受診した際、診察を受けることはできたものの、担当医師より、

きないと回答され、精密検査を受けることができず、治療を開始する見込もな

そのため、検査及び治療を実施すべく10月19日付で保釈を請求したが

停止をすることで対応できる旨が述べられた。

面接した。その際、同裁判官からも、医療機関から必要な治療期間を聴取した

停止をすることによって対応可能であるから、保釈を認めることは難しい旨

入れてくれる医療機関を探すこととした。
この点について、検察官からの上記意見によると、10月20日、

受け入れられると述べていたとのことであった（資料9）。
しかし、10月21日、被告人は東京拘置所医務課所属の医師の診察を受け

たところ、同医師によると、 医院から東京拘置所に対

（4） そのため、弁護人と被告人の親族は、早急に治療を開始できるよう、事前

については初診後そのまま入院となる可能性があり、入院期間は2週間程度
必要となるとのことであった（資料11）。.

11月6日に予定されている診察及び検査のスケジュールは以下のとおり
である。

【スケジュール】
9:00
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（1） 被告人が勾留執行停止決定を得て10月16日に

医院では勾留執行停止状態の患者を受け入れることはで

かった（資料6）。

（資料7）、10月21日付で貴庁より却下決定が為された（資料8）。
（2） その際，保釈求意見に対する検察官の意見（10月20日付。資料9）で
は、被告人の治療については在所条件を自宅ないし医療機関として勾留執行

また、10月21日、弁護人は、上記却下決定を為した牧野賢裁判官と電話

上で、在所条件を自宅ないし医療機関として当該治療期間について勾留執行

が回答された。
（3） 以上を受け、弁護人と被告人の親族にて、勾留執行停止状態の患者を受け

医院の医師が、事前調軽をすれば勾留執行停止状態の患者を

し，被告人の引受を断る旨の連絡があったとのことであった（資料10）。

に交渉可能で、かつ近い時期に受入可能な医療機関を探したところ、
歯院（資料3）であれば、11月6日に受入可能であることが判明した。
さらに、被告人の子である相嶋 から同院消化器内科 医師に検

査・治療の見込を確認したところ、進行胃癌であり貧血症状が出ている被告人

受付



10:00
11:00

13:00
14:00～

上記のとおり、遅くとも診察・採血を行う午前10時までには
病院に到着する必要がある。
もっとも，被告人は体調の悪化により拘置所内の移動に車椅子を使用する

状態であるため、当日は、東京拘置所から
動することを予定しているところ、その移動には通常の交通状態で55分か

すると、遅くとも午前8時には東京拘置所を出発する必要がある。

時間は、原則として午前9時以降であるため、上記の移動時間からすると、診

は困難である。

ある。
その場合、被告人は、11月5日に自宅に戻り、翌11月6日の早朝に自宅

病院にて診察を受ける予定である。
また、自動車で移動すると、東京拘置所から被告人の自宅

までは2時間20分から3時間程度を要する（資料17）。
病院までは1時間50分から2時間3

0分程度を要するため（資料18）、11月6日の午前7時頃には自宅を出発
することとなる。

間に至らない時間とする必要がある。

1月20日（金）午後3時まで（診察・検査を開始する11月6日の2週間後）

刑事訴訟法第95条所定の「適当と認めるとき」とは、勾留の執行を停止する
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：

'-.

診察・採血
上部消化管内視鏡検査 検査時間 30分程度 麻酔からの覚
醒に1時間程度を見込む
診察，診断結果の説明 診断結果に基づき下記検査を実施
レントゲン、CT検査，心電図検査

病院まで自動車にて移

ら1時間25分を要する（資料1 2）。そのため、交通状況の不確定性を考慮

しかし、東京拘置所において勾留執行停止に伴う身柄の解放に対応できる

察及び検査の当日である11月6日に拘留執行停止を得て検査を受けること

そのため、前日である11月5日を始期として勾留執行停止を得る必要が

を出発して

また、被告人の白宅から

被告人の体調，長時間の移動による負担及び11月6日の早朝に自宅を出
発すること考慮し、勾留執行停止の始期は、被告人が自宅に到着する時間が夜

以上から、勾留執行停止の始期を11月5日（木）午後2時から、終期を1

として、勾留執行停止決定を求める次第である。

3勾留の執行停止の相性

緊急かつ切実な必要性がある場合をいうと解されるところ、上記のとおり、被告



人には進行癌の検査及び治療を受ける緊急の必要性が認められる。
悪性腫瘍、特に進行性のものについて、その治療は一刻を争うものであるとと

生命の危険が生じており、まさに命がかかっているのであるから、その切実さは
極めて強いものである。

病院において治療を受けるのに必要な間

被告人は、勾留の執行停止期間中、裁判所の指定する条件を遵守し、本件各

約束させるものある。

このように親族の協力を得て病院での診察を行うものであり、そのような

また、被告人には胃の悪性腫瘍によって2年9月25日、9月30日及び
10月1日に合計1200ccの輸血を必要とする程の出血が生じており、現

重が74kgから 60kg程度に減少し、少し動いたり、上を向いただけで目眩が
するため拘置所内での移動はすべて車椅子で行っているという状態である

このように心身ともに限界の状態である被告人が、逃亡したり、関係者に働

（3） さらに、被告人が入院する予定である
ウイルス感染症による院内感染防止のため、原則として面会が制限されてい

機器を使用せず、当然病室にもこれらの通信機器を持ち込まない。

行為に及ぶことは不可能である。

もに、かつ満71歳と高齢で、心身ともに衰弱している被告人にとっては現実に

4 逃亡及び罪証隠滅のおそれがないこと
（1） 被告人は、あくまで
に限り勾留の執行停止を求めるものである。

被告事件に関係する者とは一切接触しないことを誓約している（資料13）。
弁護人としても、被告人に対し勾留の執行停止の趣旨等を十分に説明し、事
件関係者と接触しないことを含め裁判所の指定する条件を厳に遵守するよう

被告人の妻である相嶋 も、執行停止の期間中、被告人に付き添って裁
判所の指定する条件を遵守するよう監替することを誓約している（資料14。
なお、入院期間中に常時付き添いはできないものの，後述（3）記載のとおり、
その際にも罪証際滅のおそれはない。）。

状況下、診察に乗じて逃亡を図ることなど到底考えられない。
（2） ½

在は、下痢が止まらず水様便を漏らしてしまう、腹痛が常時おさまらない、体

（資料15）。

きかけを行う等の罪証隠滅行為をすることは、おおよそあり得ない。
病院では、新型コロナ

る（資料11）。具体的には、多床室の場合面会はできず、個室であっても家
族のみ60分以内でしか認められない（資料16）。
また、被告人は、勾留執行停止期間中、携帯電話及びパソコンその他の通

このような状況において、被告人が関係者に働きかけを行う等の罪証隠滅

-5-



被告人としては十分な治療が受けられず命を失う危機に瀕するものであって、

とは明白である。

次第である。

1通
2 1通
3 病院のホームページ（所在等） 1通
4 1通

1通
1通

7 1通
8 1通
9 1通

10 1通
11 1通
12 Google マップ 1通
13 1通
14 1通

1通
16 病院のホームページ（面会制限） 1通

17 Google マップ
Google マップ

1通
18 1通

-6-

シ （4） 以上に加え、被告人には進行胃癌が発見され治療の必要があるところ、仮
に逃亡したり、罪証隠滅行為を行って勾留執行停止が取り消されたとすると、

自らの命を投げ出してまで逃亡や罪証隠滅行為を行うことなどあり得ないこ

4結論
以上より、申立の趣旨記載のとおり勾留執行停止の職権発動をお願いする

以上
添付資料

電話聴取報告書（令和2年9月29日付）
電話聴取報告書（令和2年10月7日付）

勾留執行停止決定書
5 診断書
6 受診に関する報告書（和2年10月8日付）
保釈請求書（令和2年10月19日付）
決定書（令和2年10月21日付）
保釈求意見書（令和2年10月20日付）
受診に関する報告書（令和2年10月21日付）
聴取報告書（令和2年10月26日付）

誓約書（被告人）
身元引受書（相嶋

15接見報告書（令和2年10月27日付）

以上



2

資料¥
資料1

令和2年特（わ）第Sう81令利2年3月13111公訴提起

令和2年特（7）第132713令和2年6月15日公訴提起

被告人川嶋？夫

電話聴取報告書

合和2年9月12911

東京地方裁判所刑事ぞ褂中

弁護！、潤村

弁護人湖村間は、ド記被聴取者から、頭書事件につき東京物置所に留置されて！。

る被告人相嶋者夫に関し、以ドのとおり電話にて糖取したので、これを報待する。

1．聴取状況

聴取|時

被聴取者

合和2年9月2911 4後う時頃から10分程度
弁護人河村 尚

東京物電所 外部交通長 （TEL:03-1

聴取内容の要旨

東京拘置所に留置されている利嶋龍夫は、和2年9月211、貧血の量状を訴
え、東京拘置所に常駐するに師の診察を受けたにで、同先師及ご作看護師により輸

血処置が施された。

以上：



資
資材中
料2

令和2年特（木）第ふうSり3和2年3月33111公訴提起

和2年（す））第1327：利2年6月15月公訴提起

電話聴取報告書

令和2年1011511

東城地方裁判所刑事？御中

弁護人 河村

弁護人洲村尚は、ド記秋職者から、頭は事件につき東京物所に招躍されて！」
る被告人制嶋夫に関し、以ドのとおり話にて聴取したので、これを報告する：

］聴取状況
聴取|1時 令和2年10月711午後］6時20頃から10分程度

弁護人浰村 尚
被聴取者 （TEL:031

2聴取内容の要旨

東京物置所に留置されている相嶋者夫は、同拘置所内のに師により胃に悪性腫瘍

が認められると診断され、令利2年10月1711、その旨が本人に背知された。

以l：



2020/10/27 病院への交通アクセス｜

交通アクセス

1/5

資料3

ACCESS











昭和23年11月30日生

月16日午前8時から同日午後4時まで勾留の執行を停止する。

本決定を取り消されることがある。

1 被告人は、

2逃げ隠れしたり、証拠隠滅と思われるような行為をしてはならない。
3召喚を受けたときは；必ず定められた日時に出頭しなければならない（出頭で
きない正当な理由があるときは、前もって、その理由を明らかにして、届け出な

ければならない。）。

てはならない。

を拒否してはならない。

資料4
①令和2年特第858号令和2年3月31日公訴提起同月13日留
②令和2年特わ第1327号令和2年6月15日公訴提起 同年5月28日勾留

（刑事第1 3部係属）

トミー- 勾留執行停止決定
被告人相嶋靜夫

被告人に対する①②外国為替及び外国貿易法違反被告事件について、令和2年1
0月8日，主任弁護人小林貴，弁護人高田剛，同一志、同河村尚及び同瀬川慶
から勾留執行停止の申立てがあったので、検察官の意見を聴いた上、令和2年10

釈放後は、姿の指定条件を忠実に守らなければならない。これに違反したときは

定 条件
医院（東京都

1 に在所しなければならない。

4 被告人は、本件事件関係者に対し、面接、通，電話等による一切の接触をし

5被告人は、刑事収容施設からの往復に際しては，弁護人河村尚が同道すること

6 被告人は、勾留執行停止期間中、上記5記載の弁護人及び被告人の妻である相嶋



2

裁判官 田 冊 予

これは謄本である。
同日同庁
裁判所畫記官



昭和 23年

病期診断のため、精密検査が必要な状態であると判断する。

上記の通り診断します

資料 5
診 断 書

氏名·相嶋

診断名進行胃癌
東京拘置所医務部病院からの診療情報提供書から上記診断が考えられる。

静夫 殿
生

令和02年10月16日

（注）

…須化器内科…医師
公印の捺印有無をお確かめ下さい。



電話番号 03-

の消化器内科にて診察を受けました。

け入れることはできない旨が回答され、また同日精密検査を受けることもできませ

んでした。

さらに当職から、必要となる検査内容及びそれに要する期間を知らせてもらえれ

来院する旨を説明しましたが、同医師から、患者の健康状態によって実施できる検

の内容及びそれに要する期間は変動するため、検査内容及び期間を事前に確定す

受け入れることはできない旨の回答がありました。

資

資料＃
料 6

令和2年特（わ）第858号令和2年3月31日公訴提起

令和2年特（わ）第1327号令和2年6月15日公訴提起

被告人椚嶋静夫

受診に関する報告書

令和2年10月19日

東京地方裁判所刑事部街中

弁護人河村 尚

令和2年10月16日1，被告人は勾留執行停止決定を得て、当職も同席の上で
医院（東京都 ，

その際，同病院消化器内科 医師に対し、被告人及び職から、精密検査

及び今後の治療の実施を求めましたが、同医師から、勾留執行停止状態の患者を受

ば、必要な期間について勾留執行停止決定を受けた上で、事前に同病院に連絡して

ることはできない旨の回答があり、また、いずれにせよ勾留執行停止状態の患者を



ことができる医療機関を探していますが、受け入れ可能な医療機関は見つかってお

りません。

' その後、被告人の親族及び当職において、勾留執行停止状態の患者を受け入れる

以上



資料 7
① 令和2年特（わ）第858号令和2年3月31日公訴提起
② 令和2年特（わ）第1327号令和2年6月15日公訴提起
被告人相嶋静夫

保釈請求書
令和2年10月19日

東京地方裁判所刑事］4部御中
）

被吿 静夫
弁護 人 高 田

弁護 人 志
a

弁護人 河 村 尚

弁護人瀬川

弁護人 小林費
上記被告人は、頭書2件の被告事件（以下、令和2年（特わ）第858号を「先

行事件」、和2年（持わ）第1327号を「後行事件！、両事件を合わせて本
各被告事件」という。）につき勾留されているものであるが、下記のとおり本件

1



1 本件の概要について

体製品を製造する装置）は、一定の客観的性能を備えたものについては、生物兵

の許可が必要とされている（外為法48条第1項）。

とおり具体的な要件（以下「本件要件」という。）が定められている。

を製造することが可能なもの

その際、被告人ら，当該輸出の際に経済産業大臣の許可を得ておらず、その点

2

各被告事件について保釈を請求する。

第1 被告人には必要的保釈が認められること

（1） 本件は、被告人が顧問を務めていた大川原化工機株式会社（以下「被告会

社」という。）において、被告人及び相被告人（大川原正明，島田順司）の3名

が、共謀の上、外国為替及び外国貿易法（以下「外為法」という。）の定めによ

りその輸出に経済産業大臣の許可が必要な噴霧乾燥器を、経済産業大臣の許可を

得ずに輸出したことを公訴事実とするものである。

（2） すなわち、「噴霧乾燥器」という装置（粉末ミルクや、粉末状の薬などの粉

器（細菌兵器）の製造に転用し得るため、外為法によりその輸出に経済産業大臣

どのような客観的性能を備えたものが規制対象となるかは、政省令（輸出資易

管理令別表第一の三の二，輸出貿易管理別表第一及び外国為替令別表の規定に

基づき貨物又は技術を定める省令第2条の2第2項第5の2）において、以下の

1水分蒸発量が一時間あたり 0.4キログラム以上40 0キログラム以下のもの
ロ 平均粒子径10マイクロメートル以下の製品を製造することが可能なもの又は

噴霧乾燥器の最小の部分品の変更で平均粒子径10マイクロメートル以下の製品

ハ 定置した状態で内部の滅菌又は殺菌をすることができるもの

（3） 被告会社は、同社が製造した「噴霧乾燥器」（以下「本件噴霧乾燥器」とい
う。）を、起訴状記載の日に、中国及び韓国にそれぞれ輸出した。



可は不要であると主張して、犯罪の成立を争っているものである。

約6時間30分、最高で接し117度以上を約3時間維持できることが確認さ

時間30分維持できることが確認された。」

主張しているものと考えられる。

3

*

に争いはない。

被告人らは、本件噴霧乾燥器は客観的に本件要件ハに該当しないため、輸出許

このように本件は、本件噴霧乾燥器が外為法上の規制要件ハを満たすだけの性
能を客観的に有しているのか香かが最大の争点の事件である。

2 公判前整理手続の進行状況

（1） 公判前整理手続において、検察官は、本件噴霧乾燥器の客観的性能について以

下のとおり記載されている証明予定事実記載書2を提出した（資料1，第4「3

貨物等省令3要件ハについて」イ，第5「3貨物等3要件ハについて」イ）。

・「RL-うと同型機を使用し・・・・・・空焚き状態（乾熱）にし、稼働時の内部温度を

計測する実験を行ったところ、摂氏110度以上を約5時間、摂氏90度以上を

れた。」

・「L 8-iと同型機を使用し・・・・・・空焚き状態（乾熱）にし、稼働時の内部温度を

計測する実験を行ったところ、最低温度箇所において、摂氏110度以上を約3

「RL-5」及び「L8-j」とは、本件噴霧乾燥器と同型機であることを示す

型番である。また，検察官が主張する最低温度箇所は、検察官請求証拠の内容から

すると，「RL-う」についてはバグフィルタ下部，「L8-1」においては排風
機後ろのダクトという部位であると解される（甲9、甲43）。

検察官は、これらの部位が上記の温度となることから，本件要件ハに該当すると

（2） しかし、弁護人の立会のもと、被告会社にて、本件噴霧乾燥器と同型機を使

用し、上記検察官請求証拠（甲9，甲4 3）にかかる実験と同様の条件にて、同



実験では測定されていなかった箇所の温度を測定したところ，「RL-う」につ

するものではないと確備している。

置した状態で内部の滅菌又は殺菌をすることができるもの」に該当するのか）に

が争われることになると考えられる。

（4） また、本件におけるその他の争点及び証拠についても、弁護人が8月14日

及び検察官に提出したことで、すでに明らかとなっている。

らも明らかなように、被告人らはいずれも、許可を取らずに輸出することの認識

可が不要である旨の認識が一致していたことは争っていない。

4

いては乾燥室測定口をはじめ複数の部位で摂氏33.8度～53.0度，「L8

-i」においては乾燥室測定口という部位で摂氏59.2度までしか温度が上が
らないことが確認された（資料2，資料3）。

なお、資料2及び資料3は、令和2年10月19日（以下、日付について月日

のみを記載した場合、特段の指定がない限り、「令和2年」を指すものとす

る。）付けで、弁護人請求証拠としていずれも証拠調請求済みである。）。

（3） 検察官が最任何度まで温度が上がれば本件要件ハに該当すると主張している

のか、資料1からは必ずしも明確ではないが、弁護人及び被告人としては、少な

くとも資料2及び資料3の結果からすると、本件噴霧乾燥器が本件要件ハに該当

今後、公判前理手続、ひいては公判手続において、両当事者の実験結果を精

査し、必要に応じて検証ないし鑑定を行って本件噴霧乾燥器の客観的性能を明ら
かにするとともに、本件要件ハの法的解釈（どのような客観的性能があれば「定

ついても両当事者の主張を明確にし、本件噴霧乾燥器が同要件に該当するか否か

付けで「予定主張記載書面」（資料4）及び「証拠意見書」（資料う）を裁判所

すなわち、本件の争点は、形式的に見れば、法令解釈及び本件噴霧乾燥器の性

能と、被告人らの故意及び共謀であるが、故意については、予定主張記載書面か

や本件噴霧乾燥器の性能に対する事実認識を争うものではない。共謀について

も，事実と異なる課議行為の過程こそ争うものの，最終的に被告人らにおいて許

したがって、本件の最大の争点は、本件要件の解釈含む客観的構成要件該当性



当事者間の争いは大きいものではなく、重要度も低いものである。

この点について被告人が相被告人や被告会社の従業員その他の関係者に対して

何と言おうが、実験等により明らかになる、機械の性能という客観的事実を曲げ
ることは不可能だからである。

ての重要度も低いものである。

5

であって、この点が最も中心的な争点となり、その他故意及び共謀については、

3 本件噴霧乾燥器の客観的性能に関して罪証隠滅があり得ないこと

本件において、客観的構成要件該当性、すなわち本件噴霧乾燥器の客観的性能
についての罪証隠滅はあり得ない。

本件噴霧乾燥器の客観的性能は、本件噴霧乾燥器と同型の機器を用いた実験等
で客観的に明らかとなるものである。現に、本件噴乾燥器の性能について、捜
査機関は実験等による証拠収集を行っており、検察官もかかる証拠による立証を

予定しているし（資料6（甲8及び甲9参照），資料7（甲43参照））、最終

的には検証ないし鑑定が実施され、客観的性能が明らかになるものと考えられ

る。

働きかけることは全く実効性がない。なぜなら、被告人らや被告会社従業員らが

よって、本件噴霧乾燥器の客観的性能に関する罪証隠滅の可能性は皆無であ

る。

4 故意ないし共謀に関しても罪証隠滅のおそれがあるとは言えないこと

（1） 罪証隠滅行為に及ぶ必要性・実効性がないこと

既述のとおり、本件の最も重要な争点は客観的構成要件該当性であり、故意及
び共謀については、そもそも当事者間の争いは大きいものではないし、争点とし

さらに、相被告人らの供述も被告会社従業員らの供述は、被告人の主張と特段

齟齬があるわけではないことも併せ考慮すると、罪証隠滅行為に及ぶ必要性は極
めて乏しい。



被告人がそのような無意味な働きかけを行うおそれもない。

血により9月25日から10月1日まで3回に分けて1200ccもの輸血を受

ることが発覚した後、十分な治療を受けられていないどころか、未だ検査さえ実
施されていない。

態にある被告人が、社会内において関係者に接触すること自体があり得ない。

また、重病にかかっているにもかかわらず身体拘束下で治療を受けられず、生

身体拘束されて治療を受けられない状況に戻り、再度生命の危機に自らを追いや

6

そもそも、故意ないし共謀を推認させる間接事実として検察官が主張する経産

省関係者らとの折衝については、被告人らは折衝があったこと自体は争っていな

いばかりか、メールや会議録等の客観証拠が残っており，これらを今から消滅さ
せることは不可能である。仮に，相被告人ないし会社従業員に働きかけてこれら

明確に残っている客観証拠に反する供述をさせたとしても、客観証拠に反する供

述に借用性が認められるとは通常考えがたく、罪証際滅の実効性がないし、当然

5被告人が罪証隠滅に及ぶことができないこと

（1） 後述のとおり、被告人は、9月23日から体調が急変し、その後、消化管出

ける程に体調が悪化し（資料8）、10月7日に東京拘置所の医師から胃癌であ
る旨が診断され（資料9）、10月16日には 医院の医
師から同胃癌が「進行胃癌」である旨が診断された（資料10）。

さらに、この点も後述するとおり、被告人は、身体拘束下において、胃癌であ

体重も急に減少し、輸血後も体調の悪化が快復しない状態である。

（2） このように進行胃癌という重大な疾病に罹患し、体調も極めて悪化している状

命の危険に瀕している被告人が、保釈された後に罪証隠滅を行うということは、

ることを意味する。既に被告会社を退職している被告人が命をなげうってまでそ

のような悪行に及ぶとは考えられず、保釈条件に従い治療に専念することは明ら

かである。

なお、被告人の容態が回復した後にも罪証隠滅があり得ないことは上述のとお



りである上、以下に述べるとおり、そのおそれがないことを担保する手段も十分

対処を行うとともに、それを担保するために相当な保証金を納付する予定であ

所在の自宅に居住し、医療機関に緊急入

機関に緊急入院した場合も、医療機関名及びその所在地を、遅滞なく弁護

人を通して裁判所に報告する。

顧問契約は3月31日に期間満了により終了している。），その他被告会社
に一切関与しない。

⑤ 通話，メール及びインターネットの使用履歴を、必要に応じて、弁護人を
通して裁判所に報告する。

ことも、電話やメール等の手段によって接触することもなく、また、被告会社所

7

にある。

・

6 保釈条件について

以上のとおり、本件において罪証隠滅のおそれを基礎づける具体的な事情はな

いといえるが、被告人は、罪証隠滅をしないことをより確実にするため、以下の

る。

①
院する場合を除き、裁判所の許可なく外泊，旅行及び転居をしない。医療

②被告会社の顧問に再就任せず（既述のとおり、被告会社と被告人との間の

③ 共犯者とされている大川原正明及び島田順司並びに被告会社の役員及び従

業員その他事件関係者とは一切会わず、弁護人を介することなく架電、メ

ール及び手紙その他いかなる方法でも接触しない。

④相被告人の居宅及び被告会社本社その他被告会社関係施設に行かない。



もないから、これらの者と口裏合わせを行うことはない。そして、被告人の住居

から被告会社に移動するには相当程度時間がかかるから、重病である被告人が監

督者である妻に隠れてこれを行うことは困難であるし、電話やメール等について

て電話やメール等による接触がなされれば記録が残ることは上記と同様である。

7結論

られず、刑訴法89条4号に該当しないから、必要的保釈が認められるものであ

であること

8

在地と被告人の住所とは十分に離れており被告会社従業員と然に接触すること

も，愛情者側のサーバーや通会社には記録が残り、これを隠滅することは不可
能であるから、再度の身柄拘束や保証金の没取といった制裁のリスク（特に、進

行胃癌に罹患している被告にとって再度の身体拘束は、極めて強い、致命的とも

いえる制裁である。）と相まって、上記条件は接触禁止を担保するのに十分であ

る。

さらに、相被告人らもほぼ同一の保釈条件を付せば、相被告人らと接触するこ

ともない。すなわち、相被告人の住居に赴くことや電話・メール等による接触も

無いし、相被告人大川原の住居は神奈川県 同島田の住居は神奈川県

であるから、例え然であっても同人らが顔を合わせる可能性はない。そし

したがって、相被告人との接触禁止についても、相被告人にも同様の保釈条件を

付すことで、特に進行胃癌に罹患している被告人にとって、再度の身柄拘束や保

証金の没取といった制裁のリスクと相まって上記保釈条件で十分に担保できる。

る。

以上のとおり、被告人に「罪証隠滅をすると疑うに足りる相当な理由」は認め

第2 万が一、必要的保釈が認められないとしても、職権による保釈がなされるべき

1 はじめに

被告人は、以下のとおり体調が急に悪化している上に、進行胃癌と診断され



ことを踏まえれば、職権による保釈（同法第90条）が早急に認められるべきで
ある。

（1） 被告人は、9月25日、貧血の症状を発症し、東京拘置所にて医師の診察を

さらに、9月30日、10月1日にも輸血処置が行われている（9月25日か

また、10月1日に東京拘置所にて内視鏡検査が実施された結果、幽門部付近

り「病期診断のため、精密検査が必要な状態であると判断する。」と診断された

であるとして他の部位に転移していないかどうか等について、全身を検査しこれ

らの点を診断した上で治療プランを立て、早急に治療を開始する必要がある。

の検査及び治療が必須であることは明らかである。

を受け、その他高血圧症，糖尿病等の既往症もある。また、3月11日から現在

ており、上記のとおり、罪証隠滅の恐れが極めて小さいこと及び保釈条件を付す

2 被告人の病状等

受けるとともに、同日輸血処置を受けた（資料8）。その際、医師により、被告
人に黒色便が見られることから、消化官出血が疑われると診断された。

ら10月1日まで、合計1200cCの輸血）。

に大きな瘍が発見され、内視鏡検査の際に検体を採取して病理検査を行った結

果、当該潰瘍が悪性腫瘍であると診断され、10月7日、被告人にその旨が告知
された（資料9）。

その後、10月16日、被告人は勾留執行停止決定を得て

医院を受診したところ、同院消化器内科 医師より「進行胃癌」であ

（資料10）。

（2） 癌の治療及び治療後の生存率にとって、初期治療が極めて重要であることは

明白であり、塩のステージ、原発性か転移性か（すなわち、胃のみに癌があるの

か、それとも別の部位に癌があってそこから胃に転移したのか）、及び、原発性

特に、被告人は進行胃癌であり、刻一刻と胃癌が進行していることから、至急

13） さらに、被告人は満71歳と高齢で、以前に右大腿部の脂肪肉腫による手術

9



その上に、進行胃癌によって9月25日、9月30日及び10月1日に合計1

に関わる事態になってもおかしくない状態である。

このことからも、至急検査および治療を開始する必要があることは明らかであ

（1） 既述のとおり、被告人は、9月23日に体調が悪化し、10月1日に東京拘

置所にて内視鏡検査及び病理検査を行って胃癌であると診断され、10月7日，

ステージや転移の有無を確認する必要がある。その上で、早急に治療プランを立

しかし、10月7日から約2週間が経過した10月19日時点でも、東京拘置
所において、治療はおろか精密検査すら実施されていない。

しか摂取できない状態であって、一切の検査及び治療を受けられないまま、ただ
ただ衰弱していっている状況である。

医院を受診した。その際、担当医師より，東京拘置所の医師

できたものの、

け入れることはできないと回答され、精密検査を受けることができず、治療を開

10

まで約7ヶ月間もの長期にわたる身体拘束の負担を受け、体力が極めて低下して

いる。

200ccの輸血を必要とする程の出血が生じ、心身ともに限界であって、いつ命

る。

3被告人に対する検査及び治療状況

被告人にその旨が告知された。

通常であれば、即日入院してMRI検査やCT検査等の精密検査を行い、癌の

て、抗癌剤の投与や、手術日の設定及び手術の実施が行われなければならない。

そのため、弁護人から東京拘置所所長宛に内容証明郵便を送付し、至急検査及

び治療を開始するよう再三にわたり申入れをした（資料11～13）。

被告人は、10月1日以降、固形物が食べられず液体状の栄養剤（ラコール）

（2） また、既述のとおり、10月16日、被告人は勾留執行停止決定を得て

が発行した診療情報提供書の内容から、進行癌である旨の診断を受けることは
医院では、勾留執行停止状態の患者を受



れることができる医療機関を探しているが、受け入れ可能な医療機関は一向に見

（3） 以上から、身体拘束下においては、東京拘置所における検査及び治療を行う

要があることは明らかであるにもかかわらず、身体拘束下においてこれらを行う
見通しが立たない。

人の生命の危険が増大しているものであるから、今後も勾留を継続することなど
絶対に認められてはならない。

被告人としては、保釈が認められれば、自宅から直近の塩専門医療機関である

（静岡県

を受け、検査及び治療を開始する予定である。

被告人の体調が急激に悪化している上に、進行癌と診断されており、上記の

1通

始する見込もない（資料14）。

その他，被告人の親族及び弁護人において、勾留執行停止状態の患者を受け入

つかっていない（資料14）。

ことも、勾留執行停止決定を得て外部の医療機関にて検査及び治療を行うこと
も、全く見通しが立たずもはや期待できない状況である。

4結論
以上のとおり、被告人の病状等からすると、至急検査および治療を開始する必

被告人の進行胃癌は刻一刻と進行しているのであり、こうしている間にも被告

にて診察

とおり、罪証隠滅の恐れが極めて小さいこと及び保釈条件を付すことを踏まえれ

ば、早急に職権保釈を認め、被告人の治療を開始させるべきである。

第3結語
以上より、被告人の保釈を直ちに許可されたい。

添付書類
1．誓約書

1l



1通
1通
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2. 身引受書（被告人の妻）

3. 身分証明書（被告人の妻）

以上



昭和23年11月30日生

89条4号の場合に該当し、かつ、裁量で保釈することも適当でないと認めて、これ

これは謄本である。

資料8
① 令和2年特（わ）第858号令和2年3月31日公訴提起
② 令和2年特（わ）第1327号令和2年6月15日公訴提起

保釈請求却下決定
被告人 相 嶋靜夫

被告人に対する①②外国為替及び外国貿易法違反被告事件について、令和2年10
月19日主任弁護人小林貴様，弁護人高田剛，同郷一志，同河村尚，同瀬川慶から保
釈の請求があったので、当裁判所は、検察官の意見を聴いた上、それぞれ刑事訴訟法

らを却下する。

令和2年10月21日
東京地方裁判所刑事第14部（13）

裁判官 牧 野 貿

同日同庁
裁判所書記官 木村 ひとみ.



71678

210.20
第1696号

257
~2.10,20

で、裁判官の命により、意見を求める。
なお、不相当とするときは、具体的な理由を添えられたい。

5314‡

：

・・

受理番号

資・料9
刑事第1 3部係属

①令和2年特（わ）第858号 令和2年3月31日公訴提起
②令和2年特（お第1327号令和2年6月15日公訴提起

令和2年10月20日

保 釈 求意見
被告人 相嶋靜夫

東京地方検察庁
検察官殿

公判部

東京地方裁判所刑事第14部
裁判所書記官 鈴木 暁 子

被告人に対する外国為替及び外国貿易法違反被告事件について、別添のとおり主任弁護
人小林貴劇：弁護人高田剛同一志，同河村尚、同瀬川慶から保釈の請求があったの

意
令和2年（0月20日

東京地方裁判所刑事第14部御中

東京地方検察庁
検察官検事 加麻

内線

上記保釈の請求は、

相

不相当定理料する。然るべく 豆あり、革やかにそ下すべきである

理 由

引さんのとぶり。
2.020



下の製品を製造することが可能なもの

をして経済産業大臣の許可を受けずに、中国及び韓国に輸出した事案である。

する事由があることにも何ら変わりがないこと等

（2） 噴霧乾燥器については、平成25年の改正により新たに規制の対象となった

る要望を行うなどしていた事実が認められる。

関係者の供述等により立証することとなる。

ー

別紙
本件事案の概要等
本件は、被告会社において、規制対象となる噴霧乾燥器の仕様について定める

輸出貿易管理令別表第1及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定め
る省令（以下「貨物等省令」という。）2条の2第2項うの2の

↑水分蒸発量が1時間当たり 0.4キログラム以上400キログラム以下の
もの

口 平均粒子径10マイクロメートル以下の製品を製造することが可能なもの
又は噴霧乾燥器の最小の部分品の変更で平均粒子径10マイクロメートル以

ハ 定置した状態で内部の滅菌又は殺菌をすることができるもの
という3要件（以下「貨物等省令3要件」という）に該当する仕様の噴霧乾燥器
について、被告人が共者らと共謀の上、同要件に該当しない旨虚係の税関申告

2 前回被告人の保釈請求が却下されれた後、弁護人及び被告人の主張，検察官請
求証拠に対する意見には何ら変更はなく，被告人に、刑事訴訟法89条4号に該

（1） 被告人の捜査段階の供述状況及び弁護人の予定主張における主張等に鑑みれ

ば、本件の主要争点は、本件噴霧乾燥器の客観的性能と被告人らの認識及び共
謀の成否等である。

ものであるところ、被告会社は、噴霧乾燥器のリーディングカンパニーとして、
同改正の過程で経済産業省による調査を受け、貨物等3要件について、自
社の噴霧乾燥器が規制の対象とならないように、規定文言や要件の緩和に関す

このような規制導入までの被告会社と経済産業省との折衝経緯等は、要件該
当性に対する被告人らの認識の有無・程度を裏付ける重要事実となり、これら

の経緯への被告人の関与、被告会社内での協議状況等については、電子メール
や会議録などの客観証拠のほか、経済産業省関係者及び共犯者を含む被告会社

しかるに、弁護人は、本件噴霧乾燥器の客観的性能に関する各種報告書や、

-1-



検察官請求証拠に対する意見には何ら変更はない。
（3） 被告人らが本件により処罰されることとなれば、被告会社の経営にも重大な
影響を及ぼす可能性があるところ，被告人及び共犯者の供述態度や被告会社関

防ぐことができない。
したがって、被告人に、刑事訴訟法89条4号に該当する事由があることは

3被告人については、刑事訴訟法90条による裁量保釈も認めるべきではないこ

入れることはできないと回答され、精密検査を受けることができず、治療を開始
する見込みもない旨主張しているが、検察官が
2年10月16日の勾留執行停止は、終期が同日午後4時までであったことから、
そのような短時間では精密検査等ができないというものであり、事前に同医院の

留執行停止状態の患者であっても受け入れるというものであった。

療機関である

するなどして勾留執行停止をすることによっても対応できるものである。

専門家，協力会社従業員，通関士の供述調書等をはじめ、経済産業省関係者及
び共狙者を含む被告会社関係者の供述調書等をことごとく不同意としている。
なお、前回被告人の保釈請求が却下された後も、弁護人及び被告人の主張、

係者の供述状況等に照らすと、被告人に保釈を許せば、自己の刑事責任を免れ
るため、共犯者や被告会社従業員ら関係者と口裏合わせを行い，被告人に不利
な供述を撤回して有利な供述をするよう結通するなどの罪証隠滅工作に及ぶ危
険性は極めて高い。
弁護人は、保釈条件として、関係者との不接触，通話履歴及び電子メールの

送受情履歴の提出等を挙げているものの，それらの条件をもってしても通謀を

明白であり、この点、前回の保釈請求却下後も何ら変更はない。

と等
弁護人は、 医院では、勾留執行停止状態の患者を受け

突師に確認したところ、令和

医療安全管理室等において、必要な検査等から必要な期間等を調等すればは、勾

さらに付言すれば、被告人の保釈が許可された場合、自宅から直近の専門医
こて診察を受け，検査及び治療を開始す

る予定である旨主張しているのであるから、在所条件を自宅ないし同センターに

前述のとおり、本件事案の重大性や証拠関係。罪証滅の危験性が高いことか
らすれば、保釈条件及び相当高額の保釈保証金によっても、その危険を解消する
のは困難なものであり、裁量保釈も認めるべきではない。

- 7.=



4結論
以上のとおり、被告人には刑事訴訟法89条4号に該当する事由があり、かつ、

下すべきである。
裁量保釈も認めるべきではないから、本件保釈請求は不相当であり、速やかに却

以上

= 3-



弁護士には、令和2年10月16日に、その日には、精密検査などはできない
とは伝えた。しかし、それは、その日の勾留執行停止が、その日の午後4時まで
であったことから、そのような短時間では精密検査などはできないということを
伝えたものであり、事前に当医院の医療安全管理室等において、必要な検査等、

とはできる。

電話聴取書
令和2年10月20日

東京地方検察庁検察官検事

1電話聴取日時 令和2年10月20日午後1時25分

2 電話の相手方 医院 消化器内科

3聴取内容

必要な期間等を調整等すれば、勾留執行停止状態の患者であっても受け入れるこ

以上



ら以下のとおり聴取しましたので、ここにご報告いたします。

し、私の引受を断る旨の連絡があったと言っていました。

資料 10

令和2年特（わ）第858号令和2年3月31日公訴提起

令和2年特（わ） 第1327号令和2年6月15日公訴提起

被告人相嶋静夫

受診に関する報告書

令和2年10月21日

東京地方裁判所刑事部 御中

弁護人 河村

令和2年10月21日、職は、東京拘置所にて被告人と接見した際、被告人か

記
令和2年10月21日（水）午前9時頃，東京拘置所医務課所属の医師の診察を

受けました。その際、同医師は、 二医院から東京拘置所に対

以上



住所 神奈川県

ます。

令和2年10月26日午後5時頃から 30分程度

診察・検査を行わないと断定はできませんが、進行胃癌であり、貧血症状が出て

いる場合、初診後そのまま入院となる可能性があります。

入院となった場合は2週間程度は必要になると考えられます。この間に出血源の

治療し、全身状態を回復させた後、必要があれば更に検査を実施します。その後、

資 料 1/

聴取報告書

令和2年10月26日

東京地方裁判所刑事部 御中

氏名相嶋

私は、下記被聴取者から、以下のとおり聴取しましたので、ここにご報告いたし

1聴取状況
聴取日時

被聴取者 病院消化器内科 医師

（連絡先：

聴取場所 病院外来診察室

2 聴取内容の要旨



検査結果に応じて内視鏡による腫瘍切除もしくは外科手術を検討します。

しかし、転移がある場合は、放射線治療や化学療法（抗がん剤）となります。この

ような場合はさらに入院期間が延長します。なお、入院中は新型コロナウイルス感

染症による院内感染防止のため、原則として面会が制限されます。

院を受診するのであれば、私が担当医グループの1員となる予定です。
最短で11月6日（金）に来て頂ければ、診察・検査を行うことができます。その

場合、11月4日（水）までに予約を確定させてください。

11月6日（金）に来院された場合、当日行う検査等や所要時間は、以下のスケ

ジュールのとおりです。

【スケジュール】

9:00

10:00
11:00

13:00

14:00～ レントゲン、CT検査、心電図検査

ただし、このスケジュールは、あくまで予定、目安です。状況によっては大きく

前後する可能性もあります。

受付
診察、採血

上部消化管内視鏡検査検査時間30分程度 麻酔からの覚醒に1時

間程度を見込む

診察、診断結果の説明診断結果に基づき下記検査を実施

以上



2020/10/27

Google

東京拘置所から 病院-Googleマップ

東京拘置所
〒124-8565 東京都葛飾区小1丁目35-1

9分（2.8km）

350m

500m

https://www.google.co.jp/maps/dir/東京拘置所、 1/3

東京拘置所から 病院 車1Km、
資 料12

分

小菅から 2丁目の首都高速中央環状線/C2に入る

1 1. 東に進む

♪ 2右折して伊藤谷橋に向かう



2/3



https://www.google.co.jp/maps/dir/東京拘置所、 3/3



には必ず東京拘置所に出頭することを固く約束します。

資料 13

誓 約 書

令和2年10月26日

東京地方裁判所 御中

私は、現在、外国為替及び外国貿易法違反、関税法違反事件により勾留中ですが、

勾留の執行停止がなされた場合は、付添人の監督に従い、執行停止期間中に事件の

関係者と接触せず、裁判所の定めた条件を遵守すること、執行停止期間の終期まで

住所 静岡県

氏名 粗嶋静



いて、東京拘置所に勾留されておりますが、勾留の執行停止がありました場合、

期間その他裁判所の指示に従わせることを誓約いたします。

静岡県

資料 14

身元引受書

令和2年10月26日

東京地方裁判所刑事部 御中

被告人 相 嶋 夫

上記被告人は、外国為替及び外国貿易法違反、及び関税法違反被告事件につ

私が被告人に付き添い、罪証際滅、逃亡など決してさせないこと、執行停止の

（住所）

（氏名）...相島
（被告人との関係）-！



ら以下のとおり聴取しましたので、ここにご報告いたします。

ません。そのせいか、ここ2週間ほど下痢が止まらず、ほとんど水のような大便が

体重も、今年の3月に逮捕されたときは74kgでしたが、現在は60kg程度にな
っていまいました。

少し動いたり、上を向いただけで目眩がしますので、拘置所内での移動はすべて

車椅子で行っています。

・・

・料・ 15

令和2年特（わ）第858号令和2年3月31日公訴提起

令和2年特（わ）第1327号令和2年6月15日公訴提起
被告人相䳄．夫

接見報告書

令和2年10月26日

東京地方裁判所刑事部＠中

弁護人 河村

令和2年10月26日、当職は、東京拘置所にて被告人と接見した際、被告人か

記
令和2年10月1日（木）以降、液体状の栄養剤（ラコール）しか摂取できてい

出ます。何度か大便を漏らしてしまいました。腹痛も常時おさまりません。

以上、



入院患者さんへの面会について

院では新型コロナウイルス感染拡大防止のため、入院患者さんへの面会を制限しています。

●個室を利用されている患者さんについては、面会による感染拡大のリスクが低いことを考慮し

7月6日（月）から以下の条件で面会を可能とします。
・体温が37.5°C未満で咳などの症状がないこと

・新型コロナウイルス感染症患者との接触の疑いがないこと
・14日以内の海外渡航歴がないこと

114

資料 16





nttp：





生年月日
71才）

上記の通り診断します。

医療機関の所在地

医療機関の名称

017783595

診 断書
住 所
氏 名相嶋 静夫

昭和 23 年
傷病 名#進行胃癌

#多発肝転移
#出血性貧血

（

日生

付 記
上記疾患のため、1ヶ月間入院での全身化学療法を要す。

その後も治療経過評価のために最低6ヶ月間の当院での通

加療がましい。その間、出血による急変や化学療法の副作用が懸念されるため、通時間以外は自宅での安静を豊

ず通境出血のコントロールが不良であれば手術療法も検計
され、その場合は上記加療の限りではない。

令和2年11月10 日

医師氏名
肖化噐科



昭和23年

1月5日午後2時から同月20日午後3時まで勾留の執行を停止する。
釈放後は、次の指定条件を忠実に守らなければならない。これに違反したときは

本決定を取り消されることがある：

11：

2）

2逃げ隠れしたり、証拠隠滅と思われるような行為をしてはならない。
3召喚を受けたときは、必ず定められた日時に出頭しなければならない（出頭で
きない正当な理由があるときは、前もって、その理由を明らかにして、届け出な
ければならない。）。

てはならない。

ればならない。

添付道料2
①令和2年特わ第858号令和2年3月31日公訴提起 同月1.3日留
②令和2年特む第1327号令和2年6月15日公訴提起同年5月28日曜

（刑事第13部係属）

勾留執行停止決定
被告人相嶋靜夫

生

被告人に対する①②外国為替及び外国貿易法違反被告事件について、令和2年1
0月27日、主任弁護人小林貴、弁護人高田剛，同一志、同村尚及び同瀬川
慶から勾留執行停止の申立てがあったので、検察官の意見を聴いた上、令和2年1

指定条件
】 被告人は、次の11次は12】のいずれかの場所に在所しなければならない。

被告人方
病院

4 被告人は、本件事件関係者に対し、面接、通信、電話等による一切の接触をし



昭和 23年
71才）

上記の通り診断します。

10

医療機関の所在地

医療機関の名称

07783595

診断書
住 所

氏

生年月日
傷 病

名相嶋静夫

名#進行胃癌
#多発肝転移
#出血性貧血

（

日生

付 記
上記疾患のため、1ヶ月間入院での全身化学療法を要す。

その後も治療経過評価のために最低6ヶ月間の当院での通院

す腫瘍出血のコントロールが不良であれば手術療法も検計
され、その場合は上記加療の限りではない。

令和2年11月 日

医師氏名
消化器科



昭和23年11月30日生

1月20日午後3時から同年12月14日午後3時まで勾留の執行を停止する。
釈放後は、次の指定条件を忠実に守らなければならない。これに違反したときは

本決定を取り消されることがある。

（1）

（2）

2逃げ隠れしたり、証拠隠滅と思われるような行為をしてはならない。
3召喚を受けたときは、必ず定められた日時に出頭しなければならない（出頭で
きない正当な理由があるときは、前もって、その理由を明らかにして、届け出な

ければならない。）。

てはならない。

ればならない。

添付資料4
①令和2年待わ第858号令和2年3月31日公訴提起同月13自留
②令和2年特第1327号令和2年6月15日公訴提起同年5月28日留

（刑事第1 3部係属）

・勾留執行停止決定
被告人相嶋

．静夫

被告人に対する①②外国為替及び外国貿易法違反被告事件について、令和2年1
1月13日，主任弁護人小林貴，弁護人高田剛，同郷一志，同河村尚及び同瀬川

慶から勾留教行止の申立てがあったので、検察官の意見を聴いた上、令和2年1

指定条件
1被告人は、攻の（1は（2）のいずれかの場所に在所しなければならない。

被告人方

病院

4被告人は、本件事件関係者に対し、面接、通備、電話等による一切の接触をし



添付資料5-1
様式第160号（新等298）規程第116条

証拠．調1べ請求書
令和2年5月18日

東京地方裁判所刑事第13部殿

東京地方検察庁

検察官検事 長
被告人 大川原化工機，大川原正明，相嶋靜夫，島田順司に対する外国為

替及び外国貿易法違反 被告事件につき、別紙証拠等関係カード記載の証拠の

取調べを請求する。



30.1.17

2

29/12.22_

3

29.9.22.

1229.11:13.

（

5

30.7.13

請求者等検察官

番号
標 目

【鉄道：作成年月日／生屋・3間時間等）

立証趣旨
（公訴事実の別）
報（外為法等適用関連法令の変
選について）

（員）

関連法令の変蘧状況等

（ ）

報（連用通達・適用法令の解

（（貝）

関連通達の内容等

証拠等関係カー 令和2年特（わ）第858号
（甲）

請求

期関期関
係 係
被
告

日 人

見
内 容

期関
係
被

日
告
人

A
B
C

結果
内 容

取

序

備考

縮てつ箇所

A
B
C
D

5）

（長）

本件輪出貨物と同型の噴霧乾燥器（RL
-5）の形状等

A
Bc
D

4 分析赭杲報告‡（被疑会社製品
カタロジ）

（員）
〕

被告会社製品カタログの記載内容等

被 証拠品複写報告露（試運転デー
夕表）

告

人 （（貝） 〕

複本件輸出貨物と同型の噴録乾燥器（RL
-5）の試運転データ等

数
用

（

（被告人会大川原化工機-B 大川原 正明

A
B

A
B
C
D

D 島田



6

7

1.6.13

8

30.4.10

111202:231

10

309.33

（

請求者等検察官

番号
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）
糖取及び資料入手結果報告君
（平均粒子径について）

（員

-302131
本件輪出貨物と同型の噴霧乾燥器（RL
-5）による粉末製品の平均粒子等

）

新正報告者

F6の割を

証拠等関係力
請求
期閡期関
係 係被被
皆

日人 日
告人

意見
内 容

期関
係
被
告

日人

結

内

令和2年特（わ）第858号

果

容
取 儺考

編てつ舗所

A

aoto

本件輸出貨物と同型の噴霧乾燥器（RL
-5） 内部の乾熱温度の選定結果等

ロン

C

温度計測結果報告露（RL-5バグ
フィルタ下部）

（員）
［ 〕

本件輪出貨物と同型の噴霧乾燥器（RL
-5） 内部の最低温室所の温度調定結果

）

被 員
告

人
複乾熱により、大勝菌、 ウエルシュ菌の殺
菌が可能であること等

数
用

）

（被告人
A 大川原化工機株
B大川原 正 明

1A
B

A
B
C
D

C
D 島田



11

12

30.2311

13

30.3.28

14

15

30.8.10

00

900

請求者等検察官 令和2年時（わ）第858号
証：拠等関係 ド （甲） （No. 3 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間整理手終期日においてされた事項については、名期日の書と～まとなるものである。）

番号 意見 結果
標 目

請求
期関
係彼
期関
係
彼 内 容立証趣旨

（公訴事実の別） 日 人

期閔
係
被告
日人

取 備 考内容
蠣てつ箇所

員

〕

30231
乾熱により、芽胞を形成しない菌を全て
死滅させ感業能力を失わせることができ
ること等

）

訂正製告毒

（（袋）

甲11の訂正

）

員

】

生物テロに使われる病原菌、それらに対
する規劇等

（ ）

捜照（'）

（（夏） 〕

本件輸出費物が規制対象に該当するか香
かの照会

被 捜査関係事項照会書に対する回
答について

人

数

用

複甲14の回答

（ ）

日人

A

CO

A
B

A

B
C

A
Bc

A 大川原化工機株
（被告人 B 大川原正明

序

c
D島田



16

（

17

2.4.3

18

2.4.3

ると考えられること等

19

1113:23

20

30.8.3

50t

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド （甲） （No. 4 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続日又は期日間理手統期日においてされた事項については、各期日の職替と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

【鉄者：生成年月日／生屋：各間時間等】

立 離趣旨
（公•訴事実の別）
費

請求

期閔期関
係
被

係

日
告
人 日 人

内 容
麹関
係
被
告

日人

内 容
取
調 考

序 着てつ箇所

18214.
本件度義乾燥器は要件イ～ハに該当する
と思われると判断したこと等

）

検

被告会社製瓉鑫乾へ器で分解しない状態
で乾燥殺を行っていること等

）

被告会社製員霧乾燥器は要件ハに該す

）

檢

同菜他社（株式会社GF）においては、
輸出許可を得て噴籍乾燥器を輪出してい
ること等

）

被 換照（l）

告

人 （（貝）

複被告会社における輪出の備別許可の有無
の照会
数
用

（ ）

cC

A

A
B
C

A
B

A
B
C
D

（被告人A大川原化工機器
B 大川原正 明

C相 鵡
D 島田



21

308.10.

（

22

30.8.3

23 等について

30.8.10
122の回答

000

4000

24

25

30.3.30

請求者等検察官

番号
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）
捜査関係事項照会書に対する回
客について

〕

年20の回答

）

捜濕（鵞）

（（貝）

被告会社における輪出の包括許可の有無
の照会

捜査関係事項照会に対する回

証拠等関係力
請求

撕闤期関
係 係被｜ 被
告 告
日人 日人

意見
内 容

A

期関
係
被

日
告人

令和2年特（わ）第858号
ド（甲）

結果

内容
取

順
序

備考

編てつ箇所

A
B
C

）

複写鞣皆瞽（本件翰出関係審
類）

（員）
〔

-30211
本件輸出関係者類の記載内容等

）

被 感取結杲報告（三井倉庫株式
会社）

告

人 （（食）

複 本件輸出貨物の船積み状況等

数
用
（

（被告人A大川原化工機袋
B大川原正明

A
B
D

A

D 島田



26

30.

27

110:25.

28

2.3.24

メール等でやりとりした状況等

29

30

11:32251..

請求者等検察官

番号
目

「生意：作成年月日／生屋・3間時）
立証趣旨

（公訴事実の別）
既遂時期等特定報告裙

（員）
〔

本件野時期及び場所の特定年

証拠等関係カ
請求

期関期閔
係
被

係
被
告

日人 日人

意

A
B
C

内 容
期関
係
被
告人

令和2年待（わ）第858号

結果
容

取

序

備考

議てつ箇所

員

本件輸出貨物の輸出通関状況等

）

檢

貴籍乾燥器が新たに輸出規制の対象に追
加される際に、被告会社とヒアリング、

）

検

〕
113:30:251

噴霧乾燥器が新たに輸出規制の対象に追

施行後に被告会社に判定基準の調査を
行った状況等

）

被 檢

人
複噴霧乾燥器の輸出規制に関わる法令の改正に関与し、彼告会社からパブリックコ

数メントの意見を受けたこと等

用

A
B

0D

A
B

0D

A

A

A大川原化工機株
（被告人B大川原 正明

c
D 島田



31

2003:300

32

12033224...

33

11123.25

34検

していたこと等

（

35

請求者等検察官
証拠等関係力

番号
標 目

【禁連者：生成年月日／生息：3間時間

立証趣旨
（公新事実の別）

請求
期関
係披
告

目人

意 見
期関
係 内 容

期関
係
被告日人

検

大川原正明の依頼で、職名乾燥器輸出規
制に関する法令政正案へバブリックコメントを提出した経緯等

）

検

被告会社製】霧乾燥器が規翻条件に
するか不安に思ったが、相嶋靜夫が、該
当しない旨発言したこと等

輸出規術の該非判定において，相静夫

から非該当と説明を受けたので、常に非該当として決較していたこと等

［

12990.
●出規制の該非判定において、被告会社
の方針に愛い、すべて非該当として判定

被 鞍
告

人 （（機）

複用34の訂正

数
用

2.39

（

日 人

A

A

0a
D

A
B

A
B

令和2年特 （わ）第858号

結果
内

取

順
序

傭考

籠てつ箇所

（被告人会大川原化工装（B大川原正眀 C衵鷓
D 島田



36

（

〔

（

請求者等検察官

番号
標 目

［袋造者：生成年月日、生意：間間）

立証趣旨
（公訴事実の別）

請求

期関期関
係 係

告日人 告
日人

証拠等関係力
意 見

内 容
期関
係
被
告

日人

令和2年特（わ）第858号
（甲）

結果
取

内 容

序

備考

着てつ箇所

39.3.15
被告会社のOBの立場から、被告会社製
の噴霧乾燥器が輪出規制の要件に該当す
ると判折すること等

A
B
C
D

）

被
告

人
複
数
用

〕

A大川！原化工機株
（被告人 B太川原正明

c相鵐
D 島田



（No. 1

1

2

312.19

00g

3

31229.

（

119.2111

00

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号証拠 等関係力 ド （Z.） ）
（このカードは、公判期日、公判前数理手続期日又は、日間数理手続においてされた事項については、各期日の調袋と一体となるものである。）

番号 請求 意見 結果
目 期関期関

【製造者！作成無月日／生屋※開時期等） 係
立証趣旨 被 係

告
被 内 容
皆（公訴事実の別） 日 人 日 人

期関
係

\彼
日
皆
人

備
内 容 調

序

〔（秋）大川原正明
2.3.11

身上経歴等 B

雑てつ簡所

員（本文が「私は」で書き出し
のもの）

〔（税）大川原正期

被告会社における決数・報告の流れ等
A

賢（本文が「私が」で書き出し
のもの）

〔（彼）大川原正明 〕

中国の合併会社（上海大川原乾燥設備有
限公司）の蓮営状況等

4
）

負

〔（被）大川原正明
-1/11.25まま！！

被告会社における相談の役割等

）

被 5

（（税）大川原正明人
複平成25年9月頃、福島，島田と噴霧乾燥
器の韓出規制について話し合ったこと等
数
用

A
B

A

A

（被告人
A大川原化工機（
B 大川原 IE 明

C 枏
D & 田



6

1:10.23.

東を要望したが、反映されなかったこと

11210.
経済産業省に、

123.12..

10

000

請求者等検察官

番号 請求
目 期｜関期関

【生活者：生成年月月／生昼：各問時間91 係
被

係
立証趣旨 被

告（公訴★実の別） 日人 日 人

（（秋）大川原 正明

解釈によっては少なくとも被告会社の定
型機等が規制対象に該当する可能性があ
ると思ったこと等

（ ）

7 員

（（税）大川原正明
-11.12.

島田を通じて経済産業省に規制案文の変

）

［ （税）大川原正明 〕

規制対象に該出するか否
か確認することなく、無許可で輸出して
いたこと等

）

〔 〕

弁解内容等

）

被 員
告

人
複身上経歴等

数
用

23.11

（

A 大川原化工機株
（被告人B大川原正明

A
B
C
D

A
Bc
D

A

A

C

D 島田

拠等関係力
意見
内 容 係

被
告

日 人

令和2年特（わ）第858号

結'果
内 容

取

序

備考

編てつ箇所



11

31.1.25

12

13

1.9.11

14

111:28

15

2123.

0D

請求者等検察官

番号
B

立証趣旨（公訴事実の別
員

被告会社における経歴等

（ ）

3121:251
経済産業省やシステックとの噴籍乾燥器
の輸出規制制定に向けたやり取りの状況

）

負

（被）相場靜夫
〔

平成25年9月頃、大川原，田と輸出規
制の対応について話し合いした状況等

員

〕

噴霧乾燥器の受注の流れ等

）

被
告

人

員

複製一5型の輸出は、経済産業省に輸出許可
申請を行うべき案件だったこと等
数
用

（ ）

A

BUD

A

A
B
CD

（被告人
A大川原化工機（
B大川原 正 明

C
D 島田

証拠等関係カ
請求
期閔期関
係 係
被 被

告
日ノ 日人

惹見
内 容

A
B

期関
係
被

日
告
人

令和2年特（わ）第858号

結果
内

取

序

考

編てつ箇所



16

2311

17

1.6.25

18

91.1.29

（

19

開について、経済産業省やシステックと

20

請求者等検察官

番号
E

立証趣旨
（公訴事実の別）
曩

（（昼）島田題司

身上経歴等

証拠等関係力
請求

期関期関
被 係

告
被
皆

日 人 日人

意 見

内 容
期関
係
被
告

令和2年特（わ）第858号

結果
内容

取

順
序

備考

着てつ箇所

）

D

員

（（食）島田瀬司

中国に合併会社を設立した経解等
A
B
00

）

員

（員）島田願司
［

平成24年1月24日に療器乾燥器の輸出題
制について、経済産業省等と打合せをし
たこと等

）

員

（質）品日願司

平成24年2月23日に破籍乾操器の輸出規

1合せをしたこと等

被
告

正報告者（平成31年2月15日付

人
複て19の訂正

212.132

数
用

（

（被告人
A 大川原化工機（株
E太川原正規

A
B
00

A
B
C
D

C 相嶋
D 島田



21

3112.23
平成24年3月か64月にかけて行った経済

（

22

31.3.25
平成24年4月頃の被告会社の経営方針

23

31.3.6

とりをした状況等

（

24

13113.
平成25年当時の被告会社の経営方針、

25

複平成25年8月から9月にかけて、経済

となったこと等

（

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド （Z） （No.・ 5

（このカードは、公判期日、公判前理手続期日又は期日間監理手続期日においてされた事項については、各期目の説と一体となるものである。）

番号 意見 結果
檬 目

請求
均関
係

立証趣旨
（公訴事実の別） 日 人

関
係被被
吉

日人

容
期関
係i
被

日
告人

内 容
取
翡
順
序

傭考

着てつ箇所

員

（（長）島田題司

産業省とのメールのやり取りの内容等

A
B

D

）

「
（員）島田順可

1手まままます

及び営業会議等

A

）

〔 】

平成24年12月、輸出規制に係る政省
令案に関して経済産業省とメールのやり

員

（貫）島田類司

同年7月システックから政省令改正案に
関するメールを受にした状況等

員

告
（（長）島田順司人 311-1
産業省に政省令改正案に対する要望，意

数見を提出したが認められず、広範な規制

用

A
B
C
D

A
B
C
D

（被告人
A大川原化工機株B大川原正明 C 衵嶋

D 島田



26

〔 31.4.22

（

27

18:33

28

31-1:25

29

30

1.6.28~

請求者等検察官

番号
標 E

立証趣旨
（公訴事実の別）
訂正報告！（平成31年4月19日付

（員）

225の訂正

）

員

（（頁）品田順司

平成25年9月下旬頃、大川原正明，相
鶴夫と輪出規制について話した際に、
大川原が非該当とする見解を示し、同年
10月の業務運営会議で、非該当する
方針が決定されたこと等

〔

彼告会社の役員・組織及び被告会社の方

針として、貴害乾燥器を非該当と決定し
た経緯等

）

（員）島田展司
〕

313⅓31.
他社における不正輪出事件の認識及び被
告会社の輸出管理体制等

請求

期関
係
被
告

日一人

A
B

0D

証拠等関係力

期関
係被
告

日一人

意 見

内 容
麹関
係
被
告

日1人

令和2年特 （わ）第858号

結果
内 容

取

序

備 考

編てつ箇所

B00

400D

被 訂正報告（平成31年3月13日付

（員）

人
複229の訂正

数
用

（

（被告人 A 六川原化工機株
B大川原 正 明

A

DUD

C相嶋
D島田



31

110-24.

（

32

済産業省に確認するよう指示を受けたこ
とはないこと等

33

（

34

35

2.3.17

13:30181

2.3.10

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド （Z） （No. 7 ）

（このカードは、公判期日、公判前理手統期日又は期日間理統期日においてされた事項については、各期日の調と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 日

立証趣旨
（公新事実の別）

請求
期関
係
被
告

日 人

期_関

日

被
告
人

内 容
期関
係
被
告

日人

取
考

内 容
顦
序 親てつ箇所

員

（（夏）品田司

本件輪出貨物（RL-5） を♥出した経緯等
A
B
C

）

員

（（負）高田豚司
1:919

相鶴静夫から、輸出規制範囲について経 B
c
D

）

履歴事項全部鉦明‡

被告会社の登記内容

戸（戸開添付）



36

23213..

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号

番号
目

【造者：生成年月見

立証趣旨
（公訴事実の別）
戸（戸附添付）

譛求
期関期関
係
被

係

告
被
告

日人 日人

証拠等関係カ
意見
内 容

期関
係
被
告

日人

結果
容 取

順
序

備考
福てつ商所

身上関係 D

（ ）

（ ）

被
告

人【
複
数

（

（被告人A大川原化工機株B 大川原 正 明
C
D 島田



添付資料5-2
様式第160号（和新年298番）規程第11 6条

証拠，調べ請求書
令和2年6月30日

+

東京地方裁判所刑事第13部殿

東京地方検察庁

検察官検事 長 好行袰

被告人 大川原化工機，大川原正明，相嶋靜夫，島田順司に対する外国為

替及び外国貿易法違反 被告事件につき、別紙証拠等関係カード記載の証拠の

取調べを請求する。



37

261

38

39

2.3.16

40

41

31.2.21

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド （甲） （No. 9 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間理手続期日においてされた学項については、各期日の簡と一杯となるものである。）

番号 請求 意見 結果
標 目 期関期関

【供者・作成年月日／生員：間時間）」 係 係
被 内容立証趣旨 告

被
（公訴事実の別） 日人

告
日人

期関
係被
告
日人

内 容
取
調
順
序

備考

告発

編てつ箇所

〔東京税関長

告発事実等

（R2.6.15付第1，第2の1

調査報告書（輸出申告官署の所
在地について

（財）
〔

12:6.8
本件貨物の輪出申告官署の所在地等

Dogt

（82.6.15付第1，第2の1

適用法令確認結果報告書

（（質）

関係法令等

）

A

ect

（R2.6.15付第2全 ）

誰拠品櫁写皆晝（粉体技¥断究所 撙苷
第139号 1-81カタログ等）

（（夏） 〕
19225210

本件噴霧乾燥機（1-81）のカタログの記
載内容等

A
B

被
告

人

数
用

（82.6.15付第2全

写真撮影報告害（噴霧乾燥器L-
8i ノズルの交換状況）

（（） 〕

複L-8iのノズルの交換状況等
A

（R2.6.15付第2全

A 大川原化工機株
（被告人B大川原正明 D

相嶋
島田



42

32323

43

1.5.15

44

11.26

45

46

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠 等関係力 ← ド （甲） （No. 10 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日は日間監理手続期日においてされた事項については、各期日の簡者と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）
聴取及び資料入手結果報告耆

請求

期／関期関
係 係被'被
告

日人
告

日 人

内容
期関
係
被
告
日人

取 傭 考
内 容 順

序 福てつ箇所

（（食） 〕

L-8iでディスクタイプのアトマイザを使
用，平均粒子径10マイクロメートル以下
の粉末を製造可能なこと等

A
B
C

（R2.6.15付第2全

温度測定結果報告書
1株式会社 L-8i）

（（飯）

L-8i内部の温度測定の結果等
A
B
C
D

（R2.6.15付第2全 ）

捜照（階）

（（昼） 〕

本件輸出貨物 （1-8i）が規制対象に該当
するか否かの照会

（R2.6.15付第2全

捜査関係事項照会書に対する回
答について

〔貿易管理製長

1甲44の回答

A
B

00

A
B

（R2.6.15付第2全 ）

被
員

告

人 -1012.
複L-81が要件イ～ハに該当すると思われる
こと等
数
用
（ （R2. 6.15付第2全

A 大川原化工機（（
（被告人B 大川原正明

'A

C相嶋
D 島田



47

48

49

1.1.12

50

51

2.8.5

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係カ ド（甲） （No. 11 ）

（このカードは、公判期日、公判前監理手続期日又は期日間理手続期日においてされた事項については、各期日の調者と一体となるものである。）

番号 意見 結•果
標 目

立証趣旨
（公訴事の別）
複写報告書（通関手続書類の一

（（負）
5-1-41-111-115-21

本件の通関手統書類の記載内容等

請求
期関
係
被
告

日人

期関
'係
被

日
告人

内 容
期関
係
被
告

日 人

内 容
取
調
順
序

備 考

綿てつ箇所

ABCD

（R2.6.15付第2金

聴取結果報告㬜（株式会社上
組）

（員）
〔

10.10
L-8iの船稘状況等

A
B
C

（R2.6.15付第2全

員

L-8iの通関手続の状況等
A
B
C
D

（B2.6.15付第2全

報（相鶴静夫の余罪関与）

（員）

2.8.91
被告人相態の関与状況等

被
（全

預金口座照会結果報告
銀行 皮店）

告

人 （（）

複被告会社から被告人相場へ平成26年1月から平成30年8月まで給料等が振込され

数ていた状況等

用
（全

A 大川原化工機（株）
（被告人B大川原正明

-B
C
D

A

D

C 相 嶋
D 島田 廳香）



52

11125,291
システックの実態調査として被告会社の
ヒアリングを行った状況等

53

25.29.

54

11126.12.

にコメントを頼んだ旨の発言をしていた

業務に関して厳しく指摘していたこと等

55

2.8.12

56

262.

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係力 ド （甲） （No. 12 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間監理手続期日においてされた事項については、各期日の器と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

【供者：作成無月日：一体局・時問時間］

立証趣旨
（公訴事実の別）
検

請求

期｜関
係被
日人

（全

報

［（税）

年52の訂正

（全

）

）

検

〕

被告人大川原が大川原製作所® 取締役
こと及び被告人相が顧問になった後も

（全 ）

資料入手報告書

〕

から提出を受けた大川原化工機
（株）本社3階の見取図等

（全 ）

被 検
告

人
複平成26年11月7日の被告会社の社内教養
において， が要件ハについて該

数当しそうな装置もある旨を説明していた
こと等

用
（全

A

BUD

A

A
Bc
D

A
B
D

A
B
C
D

期関
保被
告
人

内 容
期関
係
被
告

日人

内 容
取
調
順
序

備 考

編てつ箇所

（被告人
A 大川原化工機株）
B 大川原正明

C 枏嶋
D島田



57

112:5.29.1
平成28年7月にシステックからの質問に

58

2:5.22...

の粒子を製造することが可能であること

59

2.6.12

60

2022

61

000

00g

請求者等検察官 令和2年待（わ）第858号証 等関係カ
（このカードは、公時期日、公前空類手を期日に期自車製期目に悪いてた部究についでは、各期目の用とさるおめである。！

番号 請求 意見 結果
標 目 期関期関

【遊者！作成年月目／生局：3問時間等）」 係 係 内 容立証趣旨 被
告

被
告（公訴事実の別） 日人 日 人

期関
係
被
告

日人

内容
取
調
順
序

儲考

編てつ箇所
検（11頁のもの）

対し回答した経緯等

（全 ）

検（9頁のもの）

L 8i型噴多乾燥機ではアトマイザを交換
して平均粒子径10マイクロメートル以下

等

（R2.6.15付第2全

検

〕

検察庁の取調べ前に、他の従業員と意見
交換したこと等

（全

報（訂正報告）

（検）
〕

1甲59の訂正

被
（全 ）

検
告
人
複被告人島田から、被告会社の定型機はすべて非該当である旨指示されたのに従
数い。項目別対比装を作成していたこと等

用
（ （全

A

A
B

D

A

A

AIB

（被告人
A 大川原化工機（株
B 大川原 正 明

C 相嶋
D 島田



（No. 14 ）

62

63

2:0.12

64

0087

65

11296012

66

せられないとしていた方針を変更した経

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
証拠等関係力 ド（甲）

（このカードは、公判期日、公判前理手続期日又は期日間整理手続期日においてされた事項については、各期日の調習と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）

請求

期関期関
|係
被

係

告
被

\告
日人 日 人

内容
期関
係
被
告日人

内容
取
調
順
序

備考
編てつ箇所

検

〕
111113:022...

本件噴霧乾燥機（L-8i）の輸出状況及び
被告人相嶋が顧問となった後の執務状況

（全 ）

検

被告人相が被告会社の顧問になってか
らの立場、役割等

（全 ）

報（7頁にもの）

〔（検）

ぶ提出した顧問契約書の記歳内容

00日p

A

doto

（全 ）

報（10頁のもの）

（（株）

が提出した貸金台帳及び給与支給
明細書の記載内容等

（全 ）

被
告

人 11126.4.
複被告会社従業員を令和2年3月中は出頭さ

数胖等

用
（全

（被告人
A 大川原化工機株
B大川原 正明

A
B

A

C 相䳄
D 島田



（No. 15 ）

67

2.5.27

転で問題がなかったこと等

68

25.29

69

2.6.3

部温度を計測したことがあったが、 それ

70

71

111203120 11

請求者等検察官 令和2年特（わ）第858号
正：拠等関係力 ド（甲）

（このカードは、公判期日、公判前理手続期日は期日間監理手続期においてされた事項については、各期日の調替と一体となるものである。）

番号 意見 結果
標 目

立証趣旨
（公訴事実の別）

請求
期関
係
被
告

日人

期関
係
被 内 容

期関
係
被
告

日一人

取 備考内容
順
序日一人 編てつ箇所

〕

本件噴霧乾燥機（L-81）の性能及び試進
A
B

（R2.6.15付第2全

被告会社製噴霧乾燥機（L-8i）を使用
する際に乾燥殺菌を行いトラブルは生じ
ていないこと等

（R2.6.15付第2全

検

被告会社では約30年前に噴霧乾燥機の内

以降、計測，実験は行われていないこと
等

（全

物・技替リスト及び関係法令集）

〔
（員）

1222.29
用語「滅菌」， 「殺菌」が貨物の規制要
件に用いられてきた法令改正の変題等

（全

被 技術リスト及び関係法令装（安野菜22
版））

（（）人

数
用

複本件遺務乾燥器に関する法令の記載内容

（全

（被告人 A 大川原化工機株
B大川原 正 明

C 相嶋
D 島田



72

（No. 16 ）
請求者等検察官

番号
標

立証趣旨
（公訴事実の別）
報（ガイダンス・適用法令の解

（（夏）
1.029.12.222..

輸出規制対象となる噴報乾燥器に関する
解釈等

令和2年特（わ） 第858号
証拠等関係カ ド（甲）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間手続期日においてされた事項については、各期日の調君と一体となるものである。）

請求 意見 結果
期関期関
係
被

係

告
被 内容
告

日人 日人

期関
係
被
告

日人

取 備'考
内 容

順
序 編てつ箇所

A

BOD

（全

〔

）

］

）

（ ）

被
告

人［
複
数
用
～ （

（被告人 A 大川原化工機（株B 大川原正明 C 相鴫
D 島田



37

38

2.6.11

請求者等検察官 令和2年特 （わ）第858号
証拠 等関係カ ド （Z） （No. 9 ）

（このカードは、公判期日、公判前整理手続期日又は期日間整理手続期日においてされた事項については、各期日の出と一体となるものである。）

番号 請求 意見 結果
目 期閦期関

【鉄道者：作成年月日／食屋：各間時間無）」
11まままままを 係 係

被 内容立証趣： 旨 被
告

（公訴事実の別） 日人 告
日人

期関
係被
告

日人

内 容
取
調
順
序

備考

員
編てつ舗所

（（秋）大川原正明
11:5.261.

瞶簇乾燥器を経済産業大臣に許可申請す
ることなく韓国に輸出した事実は間違い
ないこと等

）

検

（（彼）大川原正明

弁解内容等
A
B
00

（ ）

〕

）

〔 〕

～ （
被
告

人［
複

用

）

〕

（

（被告人

）

A 大川原化工機株
B大川原正明 D 島田



© 2020.07.06

入院患者さんへの面会について

当院では新型コロナウイルス感染拡大防止のため、入院患者さんへの面会を制限しています。

●個室を利用されている患者さんについては、面会による感染拡大のリスクが低いことを考慮し、

月6日（月）から以下の条件で面会を可能とします。
・体温が37.5°C未満で咳などの症状がないこと
・新型コロナウイルス感染症患者との接触の疑いがないこと

*・14日以内の海外渡航歴がないこと

・患者さんのご家族で1回の面会は2人まで

●多床室を利用されている患者さんへの面会は、他の患者さんへの感染リスクがあるため、引き続

きお断りさせていただきます。
●感染症病棟を利用されている患者さんへの面会は、お断りさせていただきます。

判断させていただきます。

添付資料6

・入館時にはマスクを着用し、手指消毒を行うこと

・面会は病室内に限定し60分以内
・デイルームでの面会は不可

●ICU等の集中治療室、重症個室の患者さんへの面会については、患者さんの病状に応じて個別に
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